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は じ め に
筆者は これ までに,合 衆 国の 「科 学的管 理」の ソ連 にお ける受容 のあ り方 を,ソ 連経済 の特 質 を
明 らか にす るた めのひ とつの手が か りと考 え,ソ 連 におけ る 「科 学的管理 」の導 入について の近年
の研究動向 を整理す る作業 を行 ってきた。 ソ連の論者,広 い意味 での 「ニ ュー ・・レフ ト」 の論 者,
さらには 「近代化論者」 たちが,'この問題 につ いて様 々な かたちで論議 を展開 して きてい るが,そ
のなかで,・と くに重要 と思わ れた論点は,① レー ニ ンの テイ ラー ・システム論 を どう評価 す るか,
② 「科学的管 理」 導入前後に起 こった ノ ヅ ト(HOT,科学的 労働組織)論 争に どの よ うな意味 を与
えるか,③ 社会 イデオ ロギー としてのテ イラ リズムが ソ連に移 植:された と言 えるか どうか,の3
つであ った。 しか し,こ れ らの論点 をめ ぐる論議 で,も っと も鋭 く意 見が対立 し,も っと も関心 が
向け られてい る問題 は,結 局 の ところ,「科 学的管 理」 導入 をめ ぐって戦闘期 の ソ連 で展開 された
論議,お よびその背景 とな った イデオ ロギーが ソ連 に 「テクノクラー ト支配 」 を もち こんだ と見る
　
かどうか,と い う問題 である と言 えよ う。
ζのよ うな問題 について,近 年 の研究状況 をふ まえな が ら,さ らに研究 をすすめ るため には,次
の2つ の ことをまず確認 してお く必要 があろ う。第一 は,社 会主義社会 はい まだ一定の利 害分化 を
含む社会 であ り,し たが って,普 遍的利 害 と特殊的諸利害 との矛盾 ・対 立が不可避的 であ る社会 と
くゆ
して把握 され うるとい うことであ る。 このことは,社 会主義 の もとで普遍 的利 害 を担 う活動 であ る
ことを期待 されている管理 も,管 理者 の特 殊的利害 に制約 されざ るをえず,し たが って管理 が他 の
特殊的利 害 と矛盾 ・対立 する面 を もち うることを意味 して いる。 そ こに 「テ クノク ラー ト支配」 が
言われ,社 会主義社会の歴 史的経験 を,「テクノク ラー ト支配」 とい うキー ワー ドを使 って検証 し
120一 経 営 論 集 一 一
よ うとす る試 み も生 まれ る根 拠が ある と言 えよ う。
第二 は,ソ 連 で 「科学的管理」 が実際 に どの よ うに導入 されてい ったのかにつ いての実証研 究が
不十 分で あ ることであ る。 これ までの多 くの研究は,全 体 と して,理 論 ・思想 あるいは イデオ ロギ
ーの面か ら,ソ 連 噛 ける 「科 学白勺管 理」の導入 の もつ意味 を明 ら痒 しよ うと して きてい るが・
しか しそれ らの問題 は本来,'理論史 ・論争史が らのみ解 か れ るべき問題 ではな い。導入 の もつ意味
は・「科学的管理 が企 業管理 のなカ・に どρ よ うに躰 化 されたのか をこつ いての解明 を前提 と して
ゆ
初めて十全に論じうると言える。
「科学的管理」 導入の実態を明からにしようとする初めての本格的な研究は,日 本と合衆国で3
(4》(5)'
年前 に公刊 された。 ひ とつは塩川伸明 氏の ものであ り,も うひ とつは シーゲル ボームの もの である。
塩 川氏 の研究 は,1929-33年に時期 を限 って,ソ 連 の企業 におけ る労働者統轄 のあ り方 を多様 な側
面か ら浮 き彫 りに された ものであ るが,「科 学的管理」の実施 について も,賃 金政 策,労 働組織の
合理化,企 業内労 働組合組 織の活動 な どとの関連で,キ メの細か い分析 をされてい る。 シーゲ ルポ
ー ムの論文 は,戦 闘期 ソ連 におけ る ノルマ設定方 法の変遷 を概観 してい る。
これ らの研 究に よ って,戦 闘期 に ソ連版 「科 学的管理」 と して考 え られて いた諸施 策,す なわち,
ノル マの設定,・現場労働者 の職務 の細分化,管 理機能 の集 中化 ・専門化な どが,当 時 どのよ うに実
:施され,・どの よ うな結果・を もた らしたか を,部 分的 なが ら知 る・ことがで きる。 なかで も,1922-33
年 の時期 に,・評価=紛 争委員会 とい う企業内労使 協議機 関 に,新 しく設 定 されたノル マめ事 前承認
権 が与 え られていだ とい う事実 は興 味深 い ものに思 える。 この評価 二紛争委員会 によ るノル マ事前
　の くの
承認制 につ いては,・すでに小森 田秋夫氏 や下斗米伸夫氏 も言及 されているが,こ の制度 が どめ よ う
に企 業現場 で現実化 され,な ぜ廃 止 されたかは,十 分明 らか にな っていない。
ノル マ(課 業)制 度 は 「科 学的管亘均 の核心 のひ とつ をなす制度 であ るが,資 本 主義め もとで一
,般 にそれが労資 の利 害の鋭 く対 立す る場 とな ること・は,経 験的 に も論理的 に も明 らかであ る。 一方,
社会 主義 の もとでの ノル マは,普 遍的利 害の見地 か らす るとき,賃 金 に経済 的刺激作用 をイ呆陣 す る
ゆ
た めの制度 であ るか ら,普 遍的利 害 を代 弁す ることを期待 され る管理者 の特殊 的利 害の見地か らは,
労働生産性 を高め るために高 いノルマが一一般 に選好 され よ う。 それにたい して,ノ ル々が 自らの遂
行 しな ければな らな い義務的労働 の大 きさにな る現:場労働者 の見地 か らは,低 い ノルマが二股 に選
好 されよ う(後 述)。 したが って ノル マ をめ ぐっては,普 遍的利害 と特殊 的利害,具 体的 には,管
理 者の特殊 的利 害 と現場労働者 の特 殊的利 害 とのあいだの厳 しい対立一 敵対的 な ものではな いに
せ よ一 が起 こる可能 陞があ る。 ノル マ事前承 認制の成 立か ら廃 止に至 る過程 の分析 は,こ の可能
性 が当時 どの よ うな もの と して理解 され;そ の 可能性 の現実化 を阻むために どの よ うな試 みがな さ
れ,.その試 みが どの よ うな帰結 をもた ら したか を示 すであろ う。言 い換 えればそれは,ソ 連 におけ
る 「科 学的管 理」 の導入 のさいに,「テクノク ラー ト支配 」 の問題 が どの よ うに扱われたか を具体
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的に示 すであろ う。・
そこで本稿 では,一上に挙 げた4氏 の研 究に学 びなが らこの制度 の成 立か ら廃 止 に至 る過程 をでき
る限 り明 らかに し,そ の うえで 上述 した,理 論,思 想 あるいは イデオ ロ.ギー の面か らの諸 研究の
再検討 を試みたい6
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・1・ ノ ル マ と 賃 金
本稿 で い う ノル マ(HOPMa,norm)之は,正 確 には,「 労 働 ノル マ」(HOPMaTpyAa)の構 成 要 素
であ・る 「時 間 ノ ル マ」(HopMaBpeMeHva)また は ・f生産 高 ノル マ」(HopMaBblpa60Tww)のこと で あ
の
る。生 産高 ノル マは,労 働者 が一定時 間内 に仕上げ るべき生産品 または遂行 すべ き作 業の数 量であ
り・li寺間 ノル マは・ その時間 内に労 働者が一定の作業 を遂 行 しな けれ ばな らない時間 の長 さであ る
。
し奄汐ミつて・ これ らの ノルマは互 し'に表現 の しかた 娯 にす るだ けで・・内容的 には同 じこ≧臆 旅
す る。
駄 じめに」 で触れたよ、うに,ノ ルマ讃 金に繍 的刺激作用を保1宿 るための制度として位鷺
づけ られ るが・ ノル マ輔 承 認制 力・問題 にな った1922-33年の嗣 導1のソ連 において
,.それは具体ik勺
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には どうい うことを意味 したのであろ うか。 ノル マ事前承認制 の歴 史 をた どる前 に,ま ずその点 を
明 らか に してお く必要 があろ う。
くの
ソ連 の賃金制度 は時間給制 と出来高給制 とか らな っている。1925-33年の問の大工業 につ いてみ
ると,出 来高給 による労働時間 の全労働時間 にたい す る比率 は53・4%か ら67・3%に 高 まって
くの
い る。 この出来 高給制 において,賃 金は ノル マと リンクされて いたのであ る。 すなわち,1922年労
働法典 は次の よ'うに規 定 していた。「被用者 が 自己の過怠 によ り,標 準的労働条件 の もとで,設 定
された生産高 ノルマ を達成 しなか った場 合には,か れの遂 行 した仕事 の量 に応 じて賃金 を受 け取 る
もの とす る」(第57条)6「出来高単価は,当 該 カテゴ リーの 日給賃 率額 を生産 高 ノル マで除 して算
出 され る」(第70条)。具体的 には,出 来 高給 はほ ぼ次の よ うな式 によ って算 出され る。
第1級 の労働者 の賃率額 × 各等級 の賃率係数:=9各等級 の賃率額'(1)
各等繍 率額 ÷ 醤 高 脈 拍 来 高輪"
.一..、 一 ;.'t-t".・・z・`(2)
出来高単価 × 実際の出来高=実 際 の出来 高賃金(3)
ここでい う第1級 の労働者 の賃率額(Tapva(PHafiCTaBKa)と,各等級 の賃率係数 を定 めた賃率等
徽(Tap畑a・ ・e・Ka)は,1920年代 には団縮 約 によ って,1931年以衡 ・.較 の騨 機 関 と
くの
労働組 合の中央機 関 との共同で決 定 された。 した が って,(1)式よ り,各 等級 の賃率額 は,い ずれ
かの水 準 での労使の合意 に もとづいて決定 され るわけだが,(2),⑧式 に見 られるよ'うに,実 際 の
ゆ
出 来 高 賃 金 は, .さらに ノル マ の大 き さ に よ って左 右 され る。 、そ の う え1931年ご ろ か らは,単 価 を
　の
出来高 に応 じて高 める累進 出来 高制 もしだいに普及 してい った。
このようlrして〃 レマは・賃金に繍 的束1激翻 を保阿 るための制度4な ってV'た鰭 ある・
したが って,rは じめに」 で も述べ たよ うに,管 理 者は高 いノルマ を選好 す ることにな ろ う。他方,
労働者 は,1922年労働 法典 が 「被用 者が生産 高 ノル マの不達成 を繰…り返す=場合 には,解 雇 す ること
,が でき る」(第57条)と 定めてい ること もあ って,一 般に低 い ノル マを選好せ ざ るを えないで あろ
う。 もちろん,普 通 に働 けばだれで も達成 で きる水 準に ノルマが設定 され,ノ ルマの100%遂 行
にたい して支払われ る賃金 が,労 働者 の物質的 ・文化的欲求 を充 たすに十分 な ものであ る とした ら,
ノルマをめ ぐる利害対立 は起 こらな いだろ うが,そ うい う社会 ではそ もそ もノル マと賃金 を リンク
す る必要が ないであろ う。本稿 が対象 としてい る時期 の ソ連 では,生 産性 向上 のため には労働強度
・密度 を上 げ ることが求 め られた じ,蓄 積 のた めには賃金総額 の厳 しい規制 が求め られ た。 そのよ
ゆ
うな状況 のな かで,か な りの比率 の ノルマ不達成労働者 が生 み出 されてお り,ノ ル マをめ ぐる労使
ゆ
の特殊利 害 の不一致は しば しば公然化 していた。 ・
注(1)今 日の ソ連 では 「労 働 ノル マ」 は,「 時 間 ノル マ」,「生産 高 ノ ル マ」,「基準 生 産 課 題 」,「人 員 ノル マ(ノ
ルマ チ 一一ブ)」 か らな る とされ て い る。 《Co耶a』K3MHTpyA:ChoBapb・cnpaBogHHK》,M.,1985,cTp.107.
現 行 の1971年労 働法 典 の 第7章 。 現 行 労働 法 典 は,《a60pHmiHopMaT"BHblx・aKToBoTpy双e》,M・・
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1984-85,9acTb1,cTp.43-112,に収 録 され て い る。
(2)《(】OUHam班3MKTPyA>>,CTP.101-102.
(3)1923年労 働 法典 第60条 と現 行 労働 法 典 籍83条 。1922年労働 法典 は,<<Co6paHHey3aKoHeHnPa609eTo
KKPecTb餌cKoPo:r【PaBMTeAbcTBa》[以下,《Gy》 と略 記],1922v.,,陥70,cTp,903,に収録 され て お
り・ 山川 均 の訳(r改 造 』・1923年,7月号)が あ る。 ソ連 の 現 行 賃 金 制度 の概 観 は ,.海道進r賃 金 論 原理 』
同文 舘,198Z年,に よ?て え られ る6『
(4)・C・ll"anncTM・ecK・ecTp・"T・nbcTB・CTa il・TvayecK"n・oKer・,z(HuK》,M.,1934,,cTp.337.出来 高給
で働 く労 働 者 の比 率 は,1959年 に は71.4%で あ った が,近 年54.4%に ま で 低 下 し て き た と い う
(《Tpyπn3apabOTHasllAaTaBC{】GP》,M。,1984,cTp.491-492)。
(6)・塩 川 伸 明 「ソ連 邦 にお け る団体 協約 制 度 お よび その 変 容」 『ス ラ ヴ研 究』 第31号,1984年 。1922年労
働 法典 は ・.賃率 額 や賃 率 等 級 表 の 決 定 を団体 協約 に委 ね て い る と解 釈 で き るが,.1930年12.月13.日付 全 連
邦 労組 中央 評 議 会 幹 部 会 ・最 高 国民 経 済 会 議 共 同 決 定 「団体 協約 の改 訂 に つ い て」 は,1931年の 団体 協 約
.締結 の手 続 き を説 明 す るな か で,「賃率 額 お よび 各等 級 間 の相 互関 係 の設 定,第1級 の賃 率 額 の設 定は,中
央 諸 組 織(最 高 国 民経 済 会議 とそ の機 関,'全 連 邦 労 組 中央 評 議 会 とその 機 関)に 委 ね ら れ る」(《BK)n・
AeTeHbtPvaHaHcoBo「oHxo3頒cTBeHHo「03aKoHoAaTe仙cTB"》,1930r.,N936,cTP.47)と述 べ た。 実
際 に1931年後 半 には,新 しい賃 率 等級 表,賃 率 額 を定 め た,'最 高 国民 経 済 会 議 ・全 連 邦 労 組 中央 評 議 会
共 同決 定 が あ い つ い であ らわ れた 。 筆 者 ボ確 認 で きた と ころ で は,コ ー ク ス=化 学工 業 に か ん す る9月5
H決 定(TaM3Ke・19311㍉N929,cTp.32-33),冶金 ・石炭 業 に か ん す る9月.20日 決 定(硬aM」Ke,1931
「・・ 矩 即 ・cTp・50-55)・ 錐 鉱 ・ マ ン ガ ン 工 業 に か ん す る9月28日 決 定(TaMIIce ,1931r.,施28,cTp.
43-44),木綿 ・亜麻 ・絹 工 業 にか ん す る12月8日 決 定(《TPyA》,10AeKa6Pfi・1931,c叩.3)などが あ る。
また・1931年後半 か1>1932年前 半 にか け て,人 民 委 員 部 と単 産 組 合 と の協 定 が 賃 牽等 級 表,賃 率額 を定
め て い る例 も見 られ る(《BK}川eTeHbΦHHaHcoBoroHxo3flficTBeHHoro3aKolloAaTenbcrBa》,.1931r.,
♪蜷31,{:Tp.41-50;193享】r.,M33,cTp.45-50;1932r.,Ng25,cTp.31-33;1932r.,Ng49-50,cTp.
38-44)。しか し1934年ご ろか らは,労 働 組 合機 関 と共 同 では な く行 政機 関 が単 独 で決 定す る場 合 が多 く
な る よ うであ る(A.Bergson,TheStrueinreOfSovietWages,'Cambridge,Massachusettes,1946.
ベ ル グ ソ ン・ 越 智 元 治 訳 『ソ ヴ ィエ ト賃 銀構 造 論 』実 業 之 日本 社,・1950年,203-204頁)。さ らに,1938
年6月4日 付 人 民 委 員 会 議 洗 定 に よ って,ソ 連 の人 民 委 員 部 お よ び諸 機 関 な らび に連 邦 共 和 国人 民 委員 会
議 は,新 しい 賃率 等 級 表,賃 率 額 の 導入 な どを指 示 す る,賃 金 問題 にか ん す る命 令 を,ソ 連 邦 人 民 委 員会
議付 属 経 済会 議 の許 可 な しに発 して は な らな い ことに な った(《Co6paHMerrocilaHoBneHmnMpaCfiOPfl-
eKeHWtnpaBHTexbCTBaGGGp》,1938P.,Ng27,cTp.178)ρ
(6)も っと も1922年労働 法 典 は,「 被 用 者 が 自 己の 責任 な らざ る理 由の た め に仕 事 を果 た さな か った場 合 に
は,報 酬 は,か れ の 平均 日給 賃 金 た したが って 支払 わ れ る」(第68条)と してお り,働 き手 の過 怠 に よ る
ノル マ不 達 成 の場 合 につ い て も,⑧ 式 φ機 械 的 な適 用 をき ら い,「 た だ し,い か な る場 合 に も,被 用 者 の
受 け 取 る賃 金 が,か れ の基 本貴 金 の3'分の2以 下 にな っては な らな い」(第57条)と して い る。 また,一
般 に 「報 酬 額 は,所 轄 の 国 家機 関 が 当該 の 労働 カ テ ゴ リー のた め に各 時 期 に定 め た 強制 的 な 最低 賃金 額 を
下 回 って はな ら.ない」(第59条)と 定 め られ て い る。
(7)ベル グ ソ ン,前 掲 書,191-192頁。1936年に は,大 工業 労 働 者 の31.6%に 適用 さ れた 。 《哀」aHoBoe
xo3曲cTBo》,1938v.,N92,cTP・84(・A.「PnroPheB)・1950年代 後 半 以 降 この制 度 の適 用 は非 常 に制 限
さ れ る よ うに な った(《TpyAK3apa60THaflmlaTaBGGGP》,cTp.489)。
(8)ただ し,こ れ は 一搬 的 な想 定 で あ り,現 実 に は,労 使 関 係 の安 定 化 の た め に,あ るいは ノル マ不 達 成 の
責 任 を問 わ れ まい と して,現 場 レベ ル,企 業 レベ ル の管 理 者 が 経 済機 関 の意 向 に反 して低 い ノル マ を選 好
す る場 合 は 少 な くな い(塩 川,前 掲 書,226頁 。 下斗 米,前 掲 書,241頁 。Siegelbaum,oP.cit.,pp.62-
63)。
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(9)一 方 では 「低 す ぎる」 ノ ル マが あ り,他 方 では 「達 成 され な い」 ノル マが あ る,と い'うのが 当時 の状 況
で あ った。1931年に,あ る論 者 は,「 ど うい う ノル マ 〔時 間 ノル マ〕 が設 定 さ・れ て い るか を調 べ,そ れ を,
労 働 者 が 実 際 に消 費 す る時 間 と照 ら し合 わ せ てみ る と,'・実際 に消 費 され る時 間 は つね に規 準 時 間 の50-60
%で あ る こ とが わ か る」 と述 べ,・例 と して 「ク ラス ヌ イ.・プ ロ レ ター リー」 工 場 め場 合 の 数 字 を挙 げて
い る。.<<Bonpocbl.mpyOa》,1931r.,JVb3・4,c叩.30-31(BnanuMvapoB)・1同じ年 に刎 の論 者 は,・い くつ かの
工 場 につ い て ノル マ不達 成 の 実例 を挙 げ て い る。TaM」Ke,1931r.,M8・9,cTp、29(MaKcHMoB).さら
に別 の 論 者 が 批判 的 に言 及 して い る と ころ に よれ ば,「 若 干 の 同志 た ち」'のあ い だ には,'ノ ル マ不 達 成 者
が 出 るの は ノル マの性 格 か ら して 当然 だ とい う意 見 もあ 一つた 。 「い くつか の 生産 部 門 で ノル マ達 成 率 が 低
い のは な ぜ か 」 と い う質 問 に た い し・て か れ らは 次の よ うに 答 え る と い う。 「われ わ れ は理論 上可 能 な 最 大
限 ノ.ルマ を採 用 して い るか ら」,'「わ れわ れ は 突 撃労 働 者 に基 準 をお いて い るが,わ が 国 に は未 熟な(Mono・
AOfi).労働 者 の 層 が 存在 す るか ら」。TaMaKe,・1931r.,JVb11・12,cTp.23・(3.A.).1935-36年ご ろ の ノル .
マ達 成 率 の 統 言†は,'《TpyABGCGP:CTaTvacTugecKllficfipatiOgHHK>>,M.,1936,cTp.113,.118,125,
159-160,「198,206,222.・1938年の 一…論 文 は,`1938年に ノル マ達 成 率 の著 しい向 上 が あ った こ とを裏 付 け
'る資 料 と して
,.・下 の よ うな 表 を示 して い.る。 調 査 対 象 と して は,・い くつ か の企 業 が 抽 出 され て い る。
1937年6月.(%) 19銘年7月 .(%)
・ル マ平壁 酬 労働者 の割合 イルマ平均遷劇 労瀦 の割合
石 … 炭 ・.(採・掘)1・3…'.・1・2・ ・ 一1・ ・44・・'⊥'.・'6・ ・
産 業 部 門" .ノ ルマ不達成 …"『… ブル≒不達成
電"一
.カ レ=・ 妬.、 『'12・ ・"1・72・ ・ ■ ・・7,「
鉄 鉱' .操.釧 、・44・ .・1.….1・.1・6….1・ ・璽
鍛 冶 一 金1'幽i・ …'/・7・ ・1・96"・S .'1'・ ….
・化 … 学L広 ・ ・1・L・5・ ・}・5… レ ・・・…
金属加工 ・騨 鯛..瑚L.L■ ・…1・58… ■9・9
製1・ ・紙 「lil?,g
.二L3・ ・2・1・2L・1壇1・
皮-革1・'・Ei[8'!'・7・ ・1・4…1'・ ・'9・'
,寸 土典:,《耳翠a耳qBoexo3fificTBO》,1938r・・N 10・cTp。,78(A・・rp顕ropbeB)。
、 ⑩ 下 斗米,前 掲 書,227-230,239,241頁。 塩 川,前 掲 書,202-237頁。:§iegelbauヌn,op・cit.
な お,現 在 の ノル マ と賃 金 の関 係 を,本 章 で述 べ た1922-33年ごろ の それ と比 較 して示 す と,以 下 の よ
うにな.う。 掛辛高給の算 出方法 はほぼ同 じで南 る(労 働 法典第92条・第105条)P"般に 「賃金の基準化
に労働組合ρ参加をえて国家によ って実現 さ据 る」(同第80条)こ とにな ってお り・第1級 の労働 者の賃
率額や賃率等級表な どは・「全連邦労組 中央評議 会の参加をえてソ連邦閣僚会議がぞまたは政府 の委任の も
とで全連邦労組中央評議会 と共同でソ連邦労働 ・社会問題 国家委員会が,中 央集 中的なや り妄で寒 める」
(《TpyAn3apa60THafifinaTaBGGaP》,cTp.523)。ノルマ不 達成 の場合の賃金支払は次の ようにな る。
.イルマ不運成 が働 き乎の過怠 によらない場合 には賃率額 の3分 の2を 保障するが・働 き手の過牟による場
倉頓は本文上述 の(3)式をその まま適用す る.(労働球乗第92条)。ただ セ最低賃傘制の緯定炉ある.(同第
78条)。
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2・ ノルマ事前承認制の成立
戦時共産主 義の時期 には,ノ ル マ を決定 す るのは蛍働組 合であ ろた。 それは,全 般的労働義務制
の もとで,労 働組合が準国家機 関 として労働条件 の規制 を国家か ら委 託 され るとい う状 況 において
であ った。 ネ ップ期 に入 って契約原理 に もとつ く労働関係 への移行 が開始 され,労 働組 合に団体 協
約当事者どし七の地位が与えられたとぎ,ノルマをだれが決めるかが改めて問題となつ£ 労働条
件の設定が契約 に よらねばな らな い以上,ノ ル マを労働組合 が一方的 に決定す ることは もはやでき
ない。 そこで全露労組 中央評議会 は1921年11月14日付決 定において,そ れ まで労働組合 の機 関
として企業 レベルでノル々設定 に携 わ っていた詰機 関を,工 場管理部 に直接 従属す る単一一の機関 と
しての賃率=・ノル マ ビュー ロー(TapMOIHo-HopM"poBorHoe6K)po)に合同 させ,そ れ ノルマ設 定
ゆ
権 を与 え る こ と を認 め た 。この 賃 率=ノ ル マ ビ ュー ロー は しだ い に技 術 ノル マ ビ ュー ロー(TeXH蹴0・
HOPMfiPOBomioe6ropo,略称THB)と 呼 ば れ る よ うにな るが,い ずれ にせ よ この よ うな組 織 が 以 後
ノル マ設 定 に携 わ る こ とに な る。 しか し労 働 組 合 は,管 理 部 に ノル マ決 定 権 を独 占 させ る こ とは 望
まな か った。 す な わ ち,1922年1月18日 付 人民 委員 会 議決 定 に よ って,労 働 紛 争処 理 の第 一 審 と
して企 業 レベ ル の労 使 対 策 の協 議機 関 で あ る評 価=紛 争 委 員 会(pac翼eHorllo・koHΦ朋KT 獺KoMHc一
… 酪 称PKK)が 設 置される こtv・な る9319」9。第5醐 粗大斜 ま,こ の評価 一紛 鱗 員会 を
くの
ノルマの審査 と承認 にあた らせ ることを決議 した。 これは,11月13日 付労働人民委員部決定 「評
価=紛 争委 員会 規程 」で法令 と して定着 させ られた。 この規程 は評価=紛 争委員会 を,① 団体協
約および賃率協定 の実施,② 労働紛争 の解決,③ 内規 案の作成,の ための機 関 と し,ノ ルマ と出
くの
来高単 価の審査 と認承 を,① の機能 の一一部 と認 めた。 このよ うに して,① 企 業管理部 に従属 す る
技術 ノルマ ビ ュー ローが ノル マを設 定す るが,② それは,発 効す る前 に(「・事1}ifをこ」)企業内労 使
協議 関としての評価一紛争委員宍によ婦 講授 けなければならない,という2段階からなるノ
ルマ決定手続 きが法的 に確立 された。
しか しなが ち・ このノル マ事前承 認制 については,第5回 労組大会前1こ論 争があ った。 す な わ
ち,評 価=紛 争委員会 に紛 争処理機 能 だけでな く,イ ルマ .・単価 の決定 な どの評価機能 を も認 め る
かどうか とい う点 をめ ぐっての論 争で ある。 この制度 が どの ような意図 で発足 させ られたか を理解
するためには,こ の論 争の概 要 を把 握 してお く必要が あち う。 評価=紛 争委員会 に評価機 能 を与 え
るよ う,つ ま りノルマ事前承 認権 を与 えるよ う…貫 して主張 したのは全露労組 中央評議会 と労働人
民委員部 であ った。1922年6月に全 露労組 中央評 議会機 関紙 に掲 載 された論文 は,概 略,次 の よ う
にその論拠 を述 べてい る。評価 ・=紛争委員会 が事前 にノル マ ・単価 を審 査す る必 要があ るのは,ひ
とつには 「紛 争 を予防 す る」 ためだが,「それだけではない」。 協約が遂 行 されない ときに,必 ず労
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働者 が評価=紛 争委員会 に問題 を郊ち こめ るか とい うとそ うとは限 らな い。すな わち,労 働 者がみ
な,不 法 に気 づ きその排 除 を求 め るほ どの知識 と積極性 を もって いるわけ ではな い。 その うえ,「直
属 の 『⊥ 司』 …… と議 論 した り,ま してやけんか をす るとい うことは,だ れ にで も決心 でき ること
くの
ではな い」・ 「と くに現 在の よ うな失業 の時期」 にはそ うであ る。 この よ うな主 張 にたい しては労働
くの
組合内に も異論 があ ったが,と くに最高国民経済会議 が強 く反対 した。 最高国民経 済会議 が作成 し
た,団 体協約 にかんす る 「一般 規程」 に よれば,「管理部 は業務 全体 を正 しく運 営す る責任 を負 っ
てい るのだか ら・ その責任か ら生 ず るすべての権利 を保持 すべきであ り,評 価=紛 争委員会 の権 限
くの
に含 まれ るのは,発 生 した紛争 の解決 にかかわ る機能 のみ」 であ った。 このよ うな反対論 はあ りな
が らも,評 価=紛 争委員会 に よるノルマ事前承認制 は成 立 した6
'この制度 を擁護 した全 露労組 中央評議会系 の論 者
の議論か ら確認 しておかな けれ ばな らな い こと
は,評 価=紛 争委員会 に よるノルや事前承 認制 が,'労働 関係 につ いてのす ぐれて ネ ップ的な理解,
すなわ ち・1922年1月12H付 党 中央委員会決定 「新経済政策 の諸条件 の もとでの労働組 合の役 割
と任 務 につ いて」 のなかで示 された理解 に もとづ いてい るとい うこと・であ る。 その党 中央委員会決
定は,経 済計 算制 へ の移行 が,「企 業内の労働 条件 の問題 について,労 働者大衆 と国営企 業の企業長,
管理 者お よび これ らの企業 が属 す る官庁 とのあいだに利 害 のあ る程度 の対立 をかな らず生 み出すで
あろ う」.との見地 に立 ち,労 働組合 に,ツ鏑 漱 衆 の利 益 の膿 を「もとめた ものであ 螺 評 価 一紛
争委員会 に よるノル マ事前承 認制 をめ ぐる論 争の なか で全盛労組 中央評議会 と労働人民委員 部の選
択 した立場 は,ノ ル マに関連 して労使 の利 害の対立が起 こりうる ことを重視 し,そ の対立局面 で労
働者 の利益 が擁護 され るよ うな制度的枠組 み をつ くり出 そ うと した ものであ った と言 えよ う。
注(1}小 森 田,前 掲 論 文 。
(2)《TpyA>>・12Hofl6pfl1921,cTp.2・塩 川 伸 明 「ネ ッ プ の 導 入 と 労 働 組 合 ゴr歴 史 学 研 究 』 第443号
,(1977年),・6頁 。
(3)《TpyA》,21fiHBap"1922,cTp.1.
(4)10・MHAoHoB(cocT.),IlyTeBo24KTenbIloBcepocc曲c蹴Mcbe3AaMHkotiopepeH賦zgMnpotpecc躍oHalb・
HhlxcoK)30B,M.,1924,cTp.512.
(5)《Gy》,192211.,♪強74,cTp.911.
(6)《TpyA》,18KK)Hfi1922,cTp..1(]匠.Pe3HMKoB).
(7)TaM3Ke,16aB[ycTa1922,cTp.2(H.rM6epMaH).
(8)TaMaKe,10aBlycTa1922,cTp.3.
(9)『 レrニ ン 全 集 』 大 月 書 店,第33巻,183-184頁 。 ,・
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3.ノ ルマ設定の根拠 と設定作業の実態
以上の よ うに して評価=紛 争 委員会 に与 え られた ノル マ審査 ・承 認機能が,生 産現場 で どのよ う
に現実化 された か を明 らかに してい くための前提 と して,そ れが どの よ うな状 況の もとで行使 され
たかを次に見 てお いた方 がよいであ ろ う。 状況 と言 って も,こ こで具体的 に問題 に しょ うとす るめ
は,① ノル.マ設定 の根拠 が何 に もとめ られていたか,つ ま り,「正 しい ノル マ」 を設 定す るために
どのよ うな方法 が指示 され てい た か,② 技 術 ノル マビ ュー ローは どのよ うな方法 で ノルマ を設 定
して評価=紛 争委 員会 の審査 を仰 いでいたか,の2つ で ある。
まず ① の問題 については,次 の3点 を指摘 してお く必要があち う。第 一は 「技術 ノル マ化 」論
の拾頭であ る。1918年労働法典は ノルマ設定 にかん して,「当該職種 ・グル・一 プ ・カテ ゴ リー の勤
労者 が普通,標 準的な労働 日と標準的 な技術的条件 の もとで加工す る製品の数 を考慮:に入 れ る」 よ
ゆ
うもとめて いる。 ここで はノルマは,労 働成 果にかんす る過去の経験 または統計 を根拠 に設定 され
るわけであ る。』だが,ネ ップ移 行前後 か ら,こ の よ うな 「経 験的=統 計的方法 」に替 わ って,「技術
ノルマ化」 すなわち 「技術的に基礎づ け られたノル マ設 定」 が正 しい ノルマ設 定方法 と認め られ る
ようにな ってい った。
比較的早 い時期 の例 と しては,交 通人民委員部 によ って召集 され,1921年1月に行 なわれた第1
回ノッ ト協議会の決議 があ る。 この決議 のなかに,「正 しい ノルマは,労 働の すべ ての要素 ・条件
の正確 な計算 の方法,す なわ ち科学 的組織 の方法 に よ っての み設定 され うる」 とい う規 定が現わ れ
ゆ
ている。 このよ うな 「技 術 ノル マ化」論は1924年には,全 連邦労組 中央評議会が発表 した模範 団
体協約 のなかに も党 中央委員会 決定 のなかに も確 認 され るよ うにな る。 まず,3月 に発表 された模
範団体協約では,「生産高ノルマは,現在の条件のもとで技術的に可能な最大限として設定され幽
と述べ られている。 また,8月 に開 かれた党 中央委員会総会 の 「賃金政策 について」 の決定は,「技
術的に可能な基準 よ り低い ところでは,生 塵高 ノルマを引上 げ ること」 および 「製 品の生産 高 を引
⊥げるよ うな技術的=組 織的改 善が行われ る場 合 には,生 産 高ノルマ と出来高単価 を定 期的 に改訂
ゆ
す るよ うな システムを確立す る こと」 を指示 した。1925-26年には,現 場 でノル マ設定 に携わ る技
術ノルマ ビ ュー ローの働 き手た ちの全 国規模 での協議会 ・大会 が次々 と開か れるが,そ こでの諸決
議 もノ・・マ設 定 を 「技術 ノ・レマイヒ」 と して明細 ・撒 てV・£ さらV、・927年6肛 は,最 高国民
経済会議のもとに・労働ノルマ化の専門家や最高国民経済会議の各管理部の代表や各労組の中央委
員会代表からなる 「技術ノルマ化会議」が設置され,「技術ノルマ化」の研究 ・普及活動に乗 り出
くの
す・ こうして・'正しい ノルマ設 定 とは,「技術 ノルマ化」 の ことであ り,「労働 のすべ ての要素.条
件の正確な計算の方 渕 に よるノル マ設定であ る とい うこ とにな り,そ れはよ り具体的 には,工 作
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機械登録,労 働 日精 密観察,お よび時間研究 に もとつ くもの とされた。
しか しなが ら,そ の よ うな方法 を用 いれば ノルマの大 きさが一義的 に決 まる,と い うわけ ではな
い。 そ こで指摘 しておかなければ な らない第 二の点は,ノ ルマ設定 の 「基準」 とされ るべ き労働者
像 の変化 であ る。被 験者 と して どのよ うな労働 者 を選 ぶかによ って,設 定 され るノルマ(課 業)の
大きさに幅が生じることは,合 綱 で 「不斗学・糖 理」 が翻 して以来 く耀 し本旨摘されてき£
1920年代 の ソ連 では,「平均的労働者」 こそが ノル マ設 定の基準 とされねばな らない とい う見解 が
有 力であ った。 た とえば,ノ ルマ問題 の専門家 であ った プ ンス キーは,1926年に企業管理 者向けの
雑誌 に寄せた論文 のなかで次 のよ うに述 べてい る。「実際 に作業時間測定 を行 うさ い,少 なか らず重
要な 問題 とな ってい るのは,観 察対 象 とな る労働者 の選択 の問題 である6『・一A流の,も っとも優秀
な』労働者一 それ も,『全 力で働 いてい る時 の』一 を選択 す るとい うテイ ラー の方式は,わ が国
の社会 ・経 済 の現実の諸条件 の もとでは,も ちろん成 り立たな い。 なぜな ら軌当該の生産諸条件 の
もとで平均 的労働者が熱心 に働 いた場 合(沼湖taHTeHCMBIIoroTpyl!a)の技術的 に可能 な最大 限の生
産 高が生産高 ノ』ル マで ある,と い うわ れわ れの生塵 高 ノル マについての 理解 の現実的 な内容 に,そ
くの
の方式は合致 しないか らであ る。」 ところが,1929年の全連邦技術 ノルマ化会議第4回 定例会議 で
は,「受持 の機械装 置や生産用 具 を使 い こなす ことができ,作 業方法 を知 ってお り,必 要な熟練 や
経験 を獲得 してお り,自 分 の職種 ・等級 に見合 った仕事 に就 いて要求 どお りの質 の仕事 を現場 で十
ロゆ
分 な期間や って きた労働者」.すなわ ち 「す ぐれた労 働者」 が 「観察対象 とされねばな らない」 とい
うことが認 め られた。 さ.らに,1930年の全連 邦技術 ノルマ化会議 では,全 連邦労組 中央評議会 の代
表 は概略 次の ように述 べて いる。「ど うい う労働者に合わぜて ノルマ を設定 す るか,ど うい う労働
者 を観察対 象にす るか,と い う点 につ いて今 なお続 く論争 をすべて,断 固 として終わ らせ る必 要が
あ る。 …由旧労働組 合指導部 は,『平均 的』 労働者 に合わせた ノルマ を主張 した。 之 れは,誤 った
'日 和 見主義的方針 であ る。嵐 の よ うな社会主義建設 と広範 な大衆の労働への熱 狂の諸条件 の もとで
は,突 撃労鯖 すなわち髄 的 プ・ レタ リヤだけが,目 当てにな りう&そ して ・93。年 、・Hec
作成 された模範 団体協約 の第38項 には次の よ うな規 定があ らわれた。 「生産高 ノル マは,管 理 部に
よ って,す ぐれた突撃労働者 を基 準 と して(H3pacqeTa),技術的 に避 け られな い手 まち時間,正 常
な不良晶率,労 鵬 間中の休憩のためレ・必要な時間を考慮に入れて定められ畿 」 このようにして,
ノル マ設定 の基準は,'1929年ごろ を境 に.して,「平均的労働者」か ら 「す ぐれた労働者」 あるいは
ゆ
「突撃労働者」へ と移 って い った。
第 三に注 意 してお くべき ことは,・92・F代後半e・・入 。て国民鰹 の瀬 イヒが進 むにつれぞ1ノ ル
マは経済 計画に よ・る規制 を も受 けねばな らな くなった ことであ る。 た とえば,最 高国民経済 会議 と
全連 邦労組 中央評議会 は,す べての労 働組 合組織 と経 済機 関にあてた,1927年10月29日付 共同書
簡 のなカ・で.7'「団体'協約 の改言Lな らびに生産 高 ノル マと出来高単価 の故吾∫のさいには」,1927/1928
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年度の統制数字によって指示されている賃金と労働生産性の増大を 「完全に確保することが不可欠
ゆ
であ るとい う ごとか ら出発 す る」 よ う要求 してい る。
'
したが って ① の問題 につ いては珠 の よ うに言 えよ う。一貫・して ノルマ設 定の参 照枠 とな つ、たの
は 「技術 ノル マ化」論 であ ったカ㍉ 「技術 ノルマ化 」論 は決 して万能ではな く,「基準」 とされるべ
き労瀦 の選択の問題で動凱 は た・榊1欝 という全く別の 「群 蹟 ぶつカ・るこζ鹸 融
くされ て い った 。
さて次 に ② の問題 につ いて幸 えてみ よ う。 する と・現場 でノルマ設 定にあた った技術 ノルマ ビ
・一 ・一はなかなか 「技術 ノルマ」 を作成 しえなか った よ
.うであ る・、1酵31年11月の鍵 邦労搬
議 での報 告に よる と,建 設 資材工 業,木 材工業 では 「技術 ノルマ化」,は全 く行われてお らず,鉱 山
業,冶 金業,化 学工業 での 「技術 ノル マ化」掌握率は高 くで も5」10%,'機械 製作工業では15-25
%で あっ£ ・934年の嚇 でも,「〃 ・マイヒ濁 は…・欄 まで繊 的一輝r的 酬 にもとづいて
ω
行わ れて きた;(多くの場合,今 で もそ うで ある)」'と述 べ られてい る。 そ して ユ935年12月の党 中
央委員会絵 でも依然として,「経聯 句三統計由旬ノルマの克月跳 が指示さ奴 いる.「技術ノルマ化」
ぶ十分 普及 しな い原 因 として当時 指摘 され ていた のは,技 術 ノルマ ビュ、一 ローの質的 ・量的弱体性
　
と,企 業現場 の労使双 方 の 「技術 ノル マ化」 への無関心 の2つ であ った。 こ うした状況 は,「技術
ノルマ」 の設定作 業が知識 ・技術 と労 力 ・時間 を必要 とす ることめ反映 であ ると同時 に,① の問
題 め検 討か ら明 らか にな つ.たよ う・な・.「技術 ノル マ化」 その もの の も.つ限界 の反映 で もあ?た ろ う。
だが それ に して も,「技術 ノルマ化」の進展 が取 るに足 りな い ものであ った とは言 えない。労働組
合は,技 術 ノル マ ビュー ローめ活 動 にた い してきび しい評価 を繰 り遺 していたが,そ れで も,1929
ゆ
年1月 には,そ れが 「わが国の工 業 にお いて年 ごとに ます ます確 固た る地位 を獲得 しつつあ る」 こ
とを認めて い る。 そ して5月 には機 関紙⊥ で,「組合細胞 は,自 分 たちに理解 で きな い複:雑な計算
を拒否 す ることは できない一 こ うい う理 由だけで,技 術 ノルマ ビ ュー ローが提 出 した不 当な生産
高ノルマが工場委員会に押 しつけられ幽 と嘆いている。
以上 の よ うな ことか ら,評 価 二紛 争委員会 による ノルマ事前承 認制 が存在 した 当時の ノル マ設定
をめ ぐる状 況は,次 の2点 に まとめ ることが できよ う。 ①理論 的 には,「技術 ノル マ化」 論が,そ
れ じたいの限界は もちなが ら も,ノ ルマ設 定作業の参 照枠 として登場 した。 ② これ にたい してノ
ルマ設 定活動の実践 においては,「技術 ノルマ化 」 の普及 は遅 々た る ものであ ったが,不 十分 なが
らも普及 してい った 「技術 ノル マ化」の実践 が,技 術 ノルマ ビュー ローの作成 す るノル マの権威 を
高めっっ あ った。
注(1)《Gy》,1918r.,♪eg87-88,cTp.905.
(2)n.H.KoBaAeB(oTBeTcTBeHHb蹴cocTaB睦Te』b),HayHHaHopraHH3a賦MHTpy,4a!lpou3BoAcTBaK
y叩aB五eHH∬:G60pHHKAoKYMeHTOBnMaTep皿a』gB1918-1930P1㌦,M.,1969,cTp.120.
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(3)H.A.TpaxTeH6ePr,Ko朋eKTHBHb磁AoroBop,4-oeM3A.,M.,1924,cTp.129.
(4)《KoMMyH疑cT脈覧{ecKa51皿apT凱5iGoBeTcKoroaoK}3aBpe30AroUKHxKpel皿eHK5txcbe3AoB,KouΦepeH叫K藍
HnxeHyMoB口K》,9・oeH3n.,M.,1983一 〔以 下,《RHCGBpe30firollvaflx》と 略 記 〕,ToM3,cTp・295・
(5)第1回 全 連 邦 金 属 ・電 気 工 業THB協 議 会(1925年3月23-29日),第1回 全 連 邦 繊 維 工 業 労 働 部 ・THB
大 会(1925年IO月20」26臼),第1回 全 連 邦 ト ラ ・ス ト労 働 部 ・THB大 会(1926年6月29日 一7月8日)。
<<npeAnpliflTKe》,192Sv.,Ng4,cTp.71一一72;1925v.,IV6_11,cTp.11;19261∴,」嘔7,cTp. .82.
(6)neTposeHKoHKy3HeUoBa,yEa3.co9.,cTp.95-97.
(7)《BonpocbsTpyAa》,1929r.,JV強11,cTp.35(fl.A-B四).
(8}た と え ば,R.F.Hoxie,ScientificManagementandLabor,N.Y.,1915,P・47・
(9>《IlpeAfip胚sT盟g》,1926r.,N塾5,eTp.13-15(51.IlyHclこvaA)・、
(1①'TaMme,1929r.,♪蜷5,cTp.50(A.Pa6KHoBMH).
(1」》 《TpyA》,270KT5t6P5i1930,CTP.1.
q⇒TaM;Ke,13.Hoa6P5i1930,cTp,4.
⑬1935年 に スタ八一 ノ ブ運 動 が始 まる と ス ター リ ンは・ 「現 在 の技 術 ノル マ と,.ス タ八 一 ノ ブや プス イギ
ンの達 成 した 基準 とのあ いだの どこか 中簡 あ た りの水 準 で 技 術 ノル マ を設 定 す る こ と が 必 要 だ」(11・B.
GTa」MH,《Gb"fiiieHvafi>>,ToM1[14],Stanford,1967,cTp.95-96)と述 べ た。 同年12月 の 党 中 央委 員 会
の決 議 も,「生 産高 ノル マの設 定 の さい には,職 場 と企 業 の生 産 上 の可 能性 の厳 格 な 点 検 な ら び に ・ スタ
ハ ー ～ フ 運 動 家 の 先 進 的 な 年 産 羊 の 経 験 の 考 慮 か ら 出 発 す る こ と 」 が 不 可{1だ と し 一IIいる(《:KIICGB
pe30nK〕耳H班 》,TOM6,CTi〕.287)と
働 平 館 利 雄 『ソ ヴ ェF計 画 経 済 の 展 開 』 新 評 論,1968年,52-200頁 。
¢⑤ 《TpyA》,300KTA6pfi1927,cTp.3.
a6)《Bo11pocblTpyみa》,1932r.,N91,cTp.11(M.GoAoMoHoB)。
ω9.旺BpoH皿Te盒H,OpraHM3aK"HTpy双a(M.K餌B弧KH疏(peA.),TpyABfiepBofinATnteTKe,M・ 一躍・,
1934),CTP.53.
⑱ 《KHqaBpe30nK}qmax》,ToM.6,cTp・287・本 稿 「1」の 注(9)を も 参 照 。
Q9)塩 川,前 掲 書,202-237頁 。
鋤 《"rpyA》,12flHBapfl1929,c争p.2(B.BypAoB).
⑫9TaM3Ke,12Mafi1929,CTP.2(T.JI.).
4.ノ ルマ事前承認制の運用過程
評価=紛 争委員会に よるノルマ事前承認制 が成 立するさい,経 済機関 に よる反 対論 があ った こと
は 「2」で述 べたが,そ れは成立後 も続 く。 と くに労 働生産性 向上運動 が開始 され た1924-25年と・
第1次5カ 年計画開始前後 の1928-29年に,最 高 国民経済会議 を中心 とす る経済機i関側 か らの攻撃
の声は高 まり,労 働組合 と労働人民委員部 もそれ に応戦す る。 そ こで,こ の2度 にわた る論争 の概
要 を整理 する ことによ って,こ の制度 をめ ぐる賛否両論 の展開 を追 う と同時 に,こ の制度 が どの よ
うに現 実化 され,ど のよ うな問題 をかか えたか を明 らかに してみたい。
ま.ず.19琴4二25物論争か 硯 τヤ'こう・経轍 関側 は・生産 幽 肚 問題 とか らめτ・ まず・ ノル
マの決定は企業管理部の 「責任から生ずる権利」に属するという従来からの主張を繰り返す。労働
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国防会議=経 済協議会 の新 聞 に掲載 され た一・論文 は,次 の よ うに して,評 価=紛 争委員会 によ るノ
ルマ事前承認制 の不 当性 を訴 える・ ノル マ ・単価 の設 定は 「労働隼産性向上 のた めの企業 の闘争 の
もっと も重要な環 であ り・企業活動 の管 理の もっとも重要な条件 のひ とつであ る。企 業管理 部が正
し くノルマや単価 を設定す る可能性 を失 えば失 うほ ど,ま た,評 価=紛 争委員会 を通 じての双 方の
合意 に よってそれ らの問題 の解決 に到達 す ることを強制 されれば され るほ ど,企 業管理 部は実際 に
生産 を管 理 し,企 業活動 に完全 に責任 を負 うことができな くな る。」 経 済機 関側 は この よ うな主張
に加えてさらに・実際に評価=甜争委員会はノルマを客観的に審査していないと批判する。すなわ
ちダ この論文 は続 けて次 のよ うに述 べてい る。 「その うえ実際 に,た とえば,膨 大な数 のノルマ と
単価が ある場合・評価=紛 争委員会 は,管 理部 の技術機 関が行 った仕事 を検 討す ることは できな い
し詐 成されたノ・・マについて全面的 ・客観的旛 査を行 うことはできな、守1」要するに麟 翻
倒 の主 張は,評 価=紛 争委員会 によ るノル マの事前承認 は不 当であ る うえ不 可能 であ る,と い うも
のであ った。
これにた い して労働組合=労 働 人民委員部 側 も,ま ず社会主 義的労働関係 のあ り方 とい う理論 的
な駄 か ら反論 す る・ 全 連邦労組 中央評議会 の機 関誌の濡 文 は,次 の よ うに述 べ る,「生産 高ノ
ルマは,団 体協約 に もとつ く労働者 の基本的義務 であ る乙従 って この義務 の大 きさは一方的 に管理
部 のみに よρて決定 されてはな らな い。 それは,管 理部 の主 要な義務,つ ま り賃金の大 きさが労働
船 によって一方的に決定されη よならないのと同じことであぬ また,ジテ鰍 民委員部の鞭
誌 の論文 は さらに次の よ うな きわ めて興味深 い見解 を表 明す る。すなわ ち,本 来,賃 率 と同様 にノ
ル マ も団体協約 に よって定 め られ るべ きだが,生 産 の条件 の如何に よっては それは不 可能 であ り,
また,そ れが可能 な場 合 で も,一 般 に団体協約 の条文 の解 釈は多様 であ り,「そ こに完全 な客観性
というものはありえな… これは・労鰍 係の本性そのものに由来することであ山 院 全嬬 観
性」 が あ りえない とすれば,ノ ルマ事 前承 認制 の考 え方一 「ノル マ ・単価 の設定の技術的側面は
蠣 船 の膝 ではなく借 理部の{上事訳 ノルマ・戦 略 査は労イ吏塒 で行うべきだ_ヵ ミ
擁護 され うる。
このよ うな理論的観 点か らの反 論 に加 えて,同 じ論 者は さ らに,現 在,生 産性向上運動が展開 さ
れている時期 に,評 価=紛 争委員会 の評価機能 が ます ます重 要にな ってい ると言 う
。 その理由のひ
とつは次の よ うに説明 されてい る・「経営側 はrは りきってお り』,い っそ うカ・つち り管理 す るよ う
にな ってい る。 企業 の レジームが厳 し くな ればな るほ ど(レ ジー ムは無条件 に必要だが)
,そ れだ
けよけい労働 者が職長 あ るいは職場 長 に文句 を言 いに行 くことは まれにな り,そ れだけ よけい不正
な行為 や協約 の不 正な解釈 ・適用 のための チ ャンスが多 くな る。」 したが って労働者 の利益 の擁護
のためには,ま す ます評価=紛 争委員会 の ノルマ事前承 認権が な くてはな らな くな って いると言 う。
しか しまたそれだけでな く,生 産 性 の向上 は労使 嗣の良好な相 互関係 に依 存 して いるのだか ら
,そ
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16)
の意味 で もこの制度 は守 られ るべきだ とす る。
以上の よ うに労働組合=労 働人民委員部側は経済機関側 に対 して全面的 に反論 したが,他 方では・
くの
従 来 の評価=紛 争委員会活動 にい くつかの 「偏 向」 や 「欠陥」が あ った ことを も認め,ソ ル マ審査
機 能 にかかわ る範 囲に限 って も∫幽次 のよ うな対応 を有 った。 まず,1924年'11月に開催 された第6
回労組大会は,評 価=紛 争委員会 を労組機 関 に しょ うとす る試 み:ヵミあ る・が,こ れは誤 り'であ るとし
総 また,全連邦労組中央評議会の機関誌、,繍された論文ば一評価一纏 委員会の労瀦 側委員
が力量不 足 であるため,「問題 解決の しかたは一面的 にな ってい る し,労 働者大衆 は不満 を も・6て
い る じ,・評価==紛争委員会 は信用 と権 威 を失墜 して い2」 と指摘 した。 そ こで、1926年2月の全連
邦労組中央評議会総会は,評価=紛 争委員会の活動の質を高める必要性を認め∴「評価:=紛争委員
会の労働者側委員にば十分権威のある成員を選抜し,組合機関による指導を強化すること」・を決議
した。また同じ総会は,技術ノルマビューローめンルマ案は,す ぐに評価=紛争委員会で審査する
ゆ
のではな く,労 働 者 に知 らせ るために1週 間公 示 したあ とで審査すべ きであ ると決議 した。 これは'v
くゆ
評価=紛 争委員会 の労働者側委 員が審査 の前 に労働者 の意 見 を聴取 で きるよ うにす るた めであ る。
全 連邦労組 中央評議 会の機関誌 には次の よ うな指摘 もあ りた。 すなわ ち一・部 の組 合活動 家たちは,
「評 価=紛 争委員会 を大衆的組合活動の機 関 と見な し,そ の ことか ら,幅 広 く開かれた評 価二紛争
委 員会集会 が必要 だ とい う結論 に達 して いる」。 そ うい う集会 を実践 したあ る工場 の場 合,次 のよ
うな事態 が起 こ づた。「評価=紛 争委員会 の会議 には,非 常に緊張 した雰囲気が生 まれ,評 価=紛
争委員会 は,.真に思慮 に富んだ客観的 な決定 を下 す可能 性を奪わ れた。」 この論者は そこで,・「評価
=紛 争委員会 の仕事 は,と くにノルマ化の領域 でば非常に複雑 であ り,多 大 の注意 力 ど,完 全 に静
くゆ
穏 な環境 とを必要 としてい る」 か ら,関 係者 だけ を招請 すべきだ,と 述べ てい る。
1924-25孕め論 争か らは結局,次 の ことが言 えよ う。① ノ・ル マ設 定は企業管理 部の 「責任 か ら生
、ず る権 利」 に属 するか どうか をめ ぐる議論が再度 行なわれ,'経済機関側 が,「双 方 の合意 によるノ
ルマ設定」 に'「管理部 によ る正 しいノルマ設定」 を対隅 したのにたい して,労 働組合 ま労働人民委
員都 側 は,労 働 条件 の設定 において重要な のは 「完全な客観性」 を追求す る ことではな く',それを
め ぐる交渉 のさいの労使 の実質的 な対等性 を確 立することだ,1とい う見解 を提 出す る。 ② 労働組
合=労 働人民 委員都側 は また,生 産性向上運動 のなかで あれば こそなお き ら,ノ ルマは経営側 によ
って一方的 に決定 されてはな らない と主張 する6③ 労使 対等 でなければな らな い評価=紛 争委員
会 が労働者側 に占有 された り,労 働者側 の異常 に強 い圧 力の もとに置 かれた りす る場合 があ る反面,
労働者側委員 に 力量 と権威 が欠けてい る場 合があ った。'そして,こ あよ うな 「偏 向」 や 「欠陥」 を
是正 す るために,労 働組合=労 働人民委 員部 の努 力が始 ま・つたよ:うであ る。.
さて次に1928-29年の論争 を見てみ よ う。1928年10月末 の全連邦 労組 中央評 議会総会 にお いて,
最高 国民経済会議 幹部会員 ク ラニ ヴァリは,「正 し く設定 さ れ た出来 高 ノルマは評価 雲 紛争 委員会
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の審査 を必 要 と しない」 と述 べて評価=紛 争委員会 に よるノル マ事前承 認制 を否定 する。 そ してそ
の理 由 を次 の よ うに説明 した。'「すべての ノルマ を評価 二・紛争委員会 に送 る と,ふ つ う,過 剰な取
引きを招 く。経 営側 は,..いくらか掛値の ついた ノルマ を設 定せ ざるをえないだ ろ う。 こ うい うこと
は終 わ りに しなければいけない。一度 で正 しいノルマ を設定 しなければいけな い。何か誤 まりがあ
　
れば,そ の ときには評価=紛 争 委員会 に行 けば よい」。 ここで も,ノ ルマ設 定は企 業管 理部の 「責
任か ら隼 ずる権利」 に属 す るとい う主張が繰 り返 されてお り,し か も,評 価=紛 争委員会 さえ介入
しな ければ 「一度 で正 しい ノルマ」が設 定 され る とい う考 え方 を明 らかに してい る。 また,最 高国
民経済会議の機 関紙 には次 の よ う・な記事が 見 え る。 「拉術 ノル マビュー ローに よ って設 定 された ノ
ルマが,技 術的 に確 かめ られた,絶 対 に正 しい ものであ って も,'労働者組織 は それ を受け入 れない。
労働者 の参加す る専門 の委員会 〔評価=紛 争委員会 の ことであろ う〕 が任命 され るが,そ の委 員会
ゆ
は,ノ ルマ を果 て しな く検 討 し,そ れに よって,ノ ル マの実施 を遅 らせ る。」 これ らの記 事では,、
ノルマ設定の技術的性格 が強調 されてお り.ジ「技術 ノル マ化」論 の影響 を う・かが うことが できよ う。
先の ク ラー ヴ'アリ発言 のお こなわれた全 連邦労組 中央評議会総会 で,労 働組合 の ギンズ ブル クは,
評価=紛 争委員会 によ るノルマ事前承認制 を廃 止 しよ うとい う最高国民経済会議 の主 張にたいして,
「それは,す べて の ノル マをわ ざわ ざ紛争 ノルマにす ること」・そ し'て,企業 での紛 争や紛 議 をいた
　
ずらに増やす こと'を意味 する」 と反対 した。
だが同時 に労 働組合は,評 価=紛 争委員会 に よるノル マ審査活動 に依然 と して大 きな欠陥があ り,
しか もそれが重 大な ものにな りつつあ ることを強 く意 識 し始 めて いる。 そのき っかけ とな ったのは,
1927年末 か らの ノル マ改訂カ ンパ ニヤであ った。 このカ ンパ ニ=ヤ中に全連邦 労組 中央評議会は,経
済機関が慣 釧 下げのための,根拠ρな。蛎 マ繭 輯 して鴨 と麟 £ 孔 て,
1928年2月に中央 評議 会議 長の トムスキーが次の よ うに述 べ るので ある。「これ まで しば しば,ノ
ルマ化 がr目 分:量』 でお こなわ れてきた ことは,積 れ もな い事実 であ り,そ の ことが,労 働 支払 い
にかん してのたび重な る紛 争 を招 いて隔る?わ ≠しわれには,作 業時 間測定,工 竹…機械 の研家,労 動
過程の 日常的 な観察 な どに もとつ く 『目』 が必要であ る。 い まや労働組 合 には,組 合 自身のノル マ
係麟 諦 縁 鰍 妬 とい嚇 し・・任務が生まれたのであぬ このようレ、して労働船 は,
「技術ノルマ化」 が中途半端に普及しつつある状祝のなかでは,労 働者の利益を守るためにノルマ
設定の技術的側面 に も踏 み こん でい く他な いと考 え るに至 った。 また,全 連 邦労組 中央評議会の機
関紙に掲載 された一論文 に よると,「評価=紛 争委員会 の労働者側委員 は,新 しい ノル マに利 害 を
有す る労働者 たちがそれについて どう思 うか を,予 め知 ってい ることはほぼないか ら,た とえ技術
ノルマ ビュー ローの提案 が労働者の確 固た る権利 を侵 犯 す るものであ るて も,そ れにたい し℃何 ら
かの根拠 をもって反論 す ることは望 めない。 ……結果 として評価=紛 争 委員会 は,技 術 ノルマ ビ ュ
ーu一 の提案 にただ捺印 す るだけの仕事 をた えず行な っている」 とい う。 この論文 に よれば,そ の
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原 因は,管 理部 が労働者 との交渉 を嫌 って事前 にノル マ を知 られない よ うにす るか らであ った。 そ
こで,・この点に関連 して先の全 連邦労組 中央評議会総会 の決議は,評 価=紛 争委員会 による審査 の
⑬
2週間前 に新 しいノ.ルマを発 表す るよ う要求 した。 また,全 連邦労組 中央評議会 の機関誌 では,労
働者側 に立 ってノル マ化活動 を行 うのは評価=紛 争委員会 の労動者側 委員だけなの だか ら,そ の資
d廼)
質 を高 めることが必要だ と も言 われた。 お そ らくはそ うい う見地か ら,一 部 の組 合は,評 価=紛 争
委 員会労働者側 委員のた めの相 談所の開設,評 価=紛 争委員会の ノ'ルマ活動家 のた あの特別 講座の
⑳
設 置 を決 定 した。
1928-29年の論争か らは,と くに次 のことを確認 してお こう。 ① 双 方の議論 に 「技術 ノルマ化」
論 が影 を落 と して きた。 と くに労働組 合側 は,1925年ごろの,ノ ルマ設定 の技術的側面 は労 働組合
の仕事ではな く管 理部の仕事 だ とい う立場 をかな り大 き く修 正 して い るのが注.目さ れ る。 ② 最高
国民経済 会議側 は まだ,・評価=紛 争委員会 の ノルマ事前承 認権 を種桔 と感 じてい るよ うだが,労 働
組 合側 はむ しろ評価 ≒紛 争委員会 が 「ただ捺印 す る」機 関 にな って い る点 を重視 している。 おそ ら
く,1924-25年の時期 と'比べ た場 合,評 価=紛 争委 員会 にと って ノルマ を実質的 に審査 す ることが
よ り困難 にな って きて い るもの と思 われ る。
以上 の よ うに,1924-25年と1928-29年とでは論 争の内容が違 ってきてお り,そ れは評価=紛 争
委員会 の ノルマ審査活動 お よび それ を取 り巻 く環境 の変化 を反映 している もの と見 ることがでぎよ
う。
注{1)《eKoHoM四eKaH}KH3Hb》,8∬HBap∬i925,cTp.2(A.Pa6HHoBHtl)。
(?}・BecTH・・Tp即 ・・1925既 ・ 」Sfl1・・Tp・115(B・PeB3・H)・
(3}《BoHpocblTpyAa》,1925r.,♪血1,cTp.30(匠Pe3皿 盟KoB).
(4)《BecTHMKtpyAa》,19251㍉,♪fg1,cTp.116(B.PeB鋤H).
(5)・t〈BofipocbITpyAa》,19251㍉,Aco-1,cTp.33(H.Pe3HMKoB).
(6》 ・Bec・HMKTp¥Aa・〉 1925P・・N・71c・ 四5-101(B・ByH・ ・B)・
'(7)
《Tpy双》,4AeKa6p511924,cTp.1(PeB3HH).
(8)《BecTHvaNTpyAa》,1925蓋㍉,♪¢Q7,cTp.98-99(B.ByflHoB).
(9)《Tpyノ【》,11MapTa1926,cTp。5.
(10)TaMonこe,270KT5毫6PH1928,cTp.1.
{① 《BecTI…uKTpyAa》,1925r.,」職7,cTp.98(B.Byf1HoB).
口② 《「toprOBo一旺poMb1田五eHHa∬ra3erra》,270KTfi6pH1928,cTp.1.
a3)TaMMこe,1851班Bap∬1929,cTp.3.
a4)《Tpyノ竃》,270Kra6p5董1928,cTp.1.
α5)TaMaKe,16摂HBap511928,cTp.1.
⑯TaMaKe,16ΦeBpa胴1928,cTp.1.
6のTaM;Ke,85mBapH1929,.cTp.2.
0{蓼丁3MMこe,10Hofl6pfi1928,crrp・4・
Qg)《BollpocbiTpyna》,19291㍉,施11,cTp.35(∬.A-BHII).
⑳ 《TpyA》,8a皿pe五∬1928,cTp.3.
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5.ノ ル々事前承認制の廃止
うえに述 べた よ うに,評 価=紛 争委 員会 によるノル マ事前承 認制 については,労 働組合=労 働人
民委員部 と経済機 関 とのあいだでその存廃 をめ ぐる議論 が続 いていたが,1933年1月2日付全 連邦
労組中央評議会幹部会決定 によ って廃止 され ることにな る。 この決定は,評 価=紛 争委 員会 に よる
ノルマ事前承認手続 きを 「正 し くな い」 と認 め,ノ ル マ をめ ぐる評価=紛 争委員会 の主要 な任務 は,
① 労働者 たちのなか に入 って ノルマ を検 討 し,ノ ル マの遂 行 に向けて労働者 を動員 す ること,②
ノルマや単 価が誤 っていた り,協 約 に違反 して いる場 合 に,そ の問題 を審議 す ること,③ 生産 の
場に出来 高払 い制 と技術 ノル マ化 を最 大限 に取 り入れ るため に一貫 してたたか うことであ る,と し
た。そ して,従 来 の 「評価=紛 争委員会規程⊥ は不十分 な もの とな ったの で,新 規程 を作成 す るよ
　の
う求めて いる。結局 この決定 は,法 令 によ る確認 を得 る ことはなか ったが,実 際上,ノ ルマ事前承
認制の空文イヒをもたらすことになつぎ1そ してこの制度が,形 を変えながらも就 た殆 灘 を確
ゆ
認され るまでには,25年の歳 月を要 した。 このよ うに して,企 業 レベルでは ノル マ設 定権限ぽ管理
部に集中 され,ノ ルマ発効後の労働者 による異議 申 し立てば,ノ ルマが 「誤 っていた り,協 約 に違
反 してい る場創 に限 って認め られ ること}・な ったのであ £
さて そこで・ なぜ1933年に評価=紛 争委員会 に よるノル マ事前承 認制 が廃IEされたか を明 らか
にせねばな らない6全 連 邦労組 中央評議会 お よび労働人 民委員部の機関紙 ・誌 で こ の制度に か ん
する議論 を追 う限'り,1933年決定は いささか唐 突に出 てきてい るよ うに感 じられる。 すな わ ち,
1920年代 を通 じて労働組合 が固守 して きた制度 を廃止 したた もかかわ らず,決定 に至 るまでに公 然
たる討論 は行 なわ れなか った ようであ る し,全 連邦労組 中央評議会 も方針変 更の理 由 を明確 には説
明していない。7月 の全連邦労組 中央評議会総 会で 「賃金 と労働生産性 にか んする労働組合 の活動
について」 の報告が行 われ,・その なかで次 のよ うに述べ られた。 「技術 ノルマ化,賃 率等級表,便
覧 ノ・レマ ・単 価の設定な どにた い して第 一 に責任 を負わね ばな らないのこよ,ほ かな らぬ経済機 関
である。企業の若 干の 同志た ちの あいだたは今 で も,… …労働組合 は企業 にお いて賃金 にたい して
経済機関 と同等 の発言権 を もつべ きであ る,と い う考え方 が根 づよい。 これは完全 に誤 ってい る。
これは労働組合 が経済機 関に取 って替 わ ることであ る。 これは,単 独責任制 のr左 翼的』H和 見主
義的歪曲であ り・ 無 視 であ り,日 常管理 業務へ の干渉 で あ る。 これは是非 とも清算す る必要が あ
　
る。」 この ように労働組 合は,ノ ルマ設定は企 業管理部 の 「責任 か ら生 ず る権 利」 である とい う経
済機関側 の年来の主張 を認 めて いる。 そ うす る と当然 ノル マ事前承認制 の存立 の余地 はな くな るの
だが・なぜ労働組合 が従来の立場 を放 棄す るのかは依然 と しては っき りし如 ・。全連邦労組 中央評
議会あるいは労 働人民委員部 の機 関紙 ・誌 が,評 価=紛 争 委員会に よるノルマ事前承認制 を明 らか
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⑥
に支持 してい ると見 られ る論文 を最後 に掲載 したのは,1930年5月ごろであろ う。 その後19301
くの
末 に労働組合 が作成 した模範 団体協約 のな かにヂ この制度 を否認 す る文言 が あ らわ れ るが,1933{
決定 の発表 まで,制 度 が廃 止 されたのか どうか曖 昧 な状態 が続 く。
この ように'して評 価=紛 争委 員会 に よ るノルマ事前承 認制 の廃止 が公然 た る討論 もな しに決 意
れた ことは,下 斗米 氏,'塩川 氏が示 唆 してお られ るよ うに,こ の制度 の廃 止 を可 能 に した条件 のて
とつが,政 治 の舞 台での 「右 翼反 対派」 の敗 北であ った ことを示 してい るだ ろ う。 ブハー リン,,ノ
イコフそれに トムスキ「 を中心 とす る右 翼反対 派は,工 業化の テ ンポをめ ぐって ス ター リン派 とヌ
亡 して いたが,1928年末 に敗 北が決 定的 とな る。右 翼反 対派の敗北 とともに労働組合指導部 が蘇
成 され,労 働組合 は大 きな役割転換 を遂 げ る。下斗米 氏 によ って明 らかに された.1:う'e;,トム ス・
一の もとでのネ ップ期労働組 合指導 部が,労 働組 合の役 割 を基本的 に 「大衆利 益 の擁i護」 と して生
えて いた とすれば,新 しい労働組 合指導部 は,'労働組 合 を 「工業化へ の大衆動 員」 のための機 関1
ゆ
して捉 えていた。 このよ うな役割 転換 は,ネ ップ的な労働関係理解 の放 棄と 同義 であ り,そ しで
れゆえ,い か に して不 当な ノル ヤか ら労 働者 を守 るか とい うことか ら,い か に して労働 者 をノノレ
の遂行へ と動 員す るか とい うことへ,労 働組 合の関心 を必然的 に移動 させた と思わ れる6し たが ・
て,右 翼反 対派の敗北 とそれに連な る労働組 合の役割 転換 とが,評 価=紛 争委員会 によ るノル 爆
前承認制 の廃 止 を可能 に した と言 えるであろ う。 ・
しか しなが ら,も し評 価=紛 争委員会 の ノルマ審 査が企業 内で一定の権威 を確立 していたな ら,
この制度 の廃止 は困難 であ った ろ う し,ま た,'むしろ'「大衆動員」の た めの武器 としなければな1
なか ったの ではないだろ うか。 その意味 では,評 価=紛 争委員会 のノル マ審査機 能が20年代 前王
には期待 された よ うにはなか なか行使 され ず,1928-29年ごろには 自 ら衰退 に向 か っていた らしL
ことが注 目 され る。 その ことはすでに 「3」に見 たが,1930年代 に入 って も,評 価=・紛 争委員会1
　ラ
実質 的 にノルマ を審査 して いない とい う報道 が続 く。 したが って,・1933年決定 以前 にすで にご刎
度 は 自壊 と もい うべ き事 態 に陥 りつ つあ ったのではな いか と思 われ る。1933年決定 は進行 しつつ三
つた崩壊 を決定的 に した と言 えよ う。
では この 自壊 はなぜ起 こ ったのだろ う.か。 まず,直 接的 には評価=紛 争委員会 の労働 者側 委鉢
知識 ・情 報不 足か らそれは起 こった よ うだ か ら,現 場労働 者集 団 と労働組合運動 の力量不 足 を膨
の原因と して指摘 す 筒こ とはで きるであ ろ う。 そ してそれは,「技術 ノルマ化」 が準展 す るにつ1
て,い ・っそ う顕在化 して い ったのであ る。労鮒組合は,ノ ル マ設定 の技術的側 面において も評価・
紛 争委員 会 の労働 者側 委員 を技術 ノル マ ビュー ローに対抗 さぜ よ うと.した が,評 価=紛 争委 員会・
技 術 ノル マ ビュー ローの ノ.ルマ をめ ぐる勢 力関係 は実際 には次の よ うな もの とな つ.た。1930年の!
働人恥委員部機 関誌は述 べ る・ 「大企業 ではぜ た くさんの ノル マ係員 たちが・,生産 高 ノルマ と単{
の設 定 に従事 して いる。 ノルマ と単価 の一一覧表 は,し ば・し嫉,,細か い宇 の書 きこま れた長 た らい
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帯状の文 書にな って いる。 その うえノル マは しば しば変更 され る。 こ うい う条件 の もとで生産 高 ノ
ルマや単価 を承 認す る場 合・評価=紛 争委員会にはい った いど うい う道 が残 されてい るだろ うか。
判 を押 す こと一 ただそれだけである・評 価=紛 争委員会 は このよ うなノルマの正 当性 や合 目的性
を検討 す ることはで きない・なぜな ら・ そ うするためには評価=紛 争委員会 自身の特別の ノル マ係
ゆ
員が必要 だろ うか ら・」「3」にお いて指摘 したよ うに,技 術 ノル マ ビュー ローの設定す るノル マの
多 くは依然 と して 「経験的=統 計的」 方法 に もとつ くものであ ったが,「経験的=統 計的」 方法,
「技術的」方法・ あ るいは 「目分量」 と・・様 々な方法 で作成 さ・れた膨 大な数 のノルマに,評 価=紛
争委員会 の労働者側委員は圧倒 されて しまったわけであろ う。 .
だが・現場労働者 の主体 的条件 だけを自壊の原因 とす ることは適切 でなかろ う。 なぜなち,現 場
労働者の代 表者が ノル マをめ ぐって企業管 理部、と対等 に交渉 す るた めには,企 業管理部 と対等 な発
言権 を与.えられ るだけでは もももと不十分 だか ら.である。現場労働者が,ノ ル マについて十分 な判
断 力 を もった人材 を自らの代表 とす ることができ・ さらに・ ノルマにつ い七十分 な情 報 を予め与 え
られ るよ うにな って初 めて・ 両者 の対等な交渉が成 立 しうるであろ う。「3」に見た限 りで も,労
働組合は こ うし:た前提 条件 をつ くり出すための努 力 をしていたが,そ れは実 を結 ばなか ったb
以上 を簡単 に総 括すれば・評価=紛 争委員会 によるノルマ事前承 認制は,ひ とつにはネ ップ的な
労働関係理解 の放 棄に よって・ もうひとつには評価=紛 争委員会 自身の機 能不全 によ って,、廃 止 さ
れ るに至 った と言 える。
潅三(1)《TpyA》19Mafl1933,cTp.3.
(2)《GoBeTcKoeTpyAoBoenpaBo》,M.,1939,cTp.193.たとえば ,《(】60pHtiic3aKoH6AaTenbHbixaKToB
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改 訂 は 「工場 委 員 会 の 同意 を得 て企 業管 理 部 が」お こな う こと にな った(《BeAoMocTHBepx6BHorocoBeTa
CaGP》,1958r.,NU5,cTp.282)。現 行 労働 法 典 の第103条 に も同様 の規 定 が あ る
。
ω 評価 一 紛鱗 員会は ・957年V・「労謝 議委員会」(・・M・cc・・f・n・Tpyπ・Bb・M…画)に 改li且された
(TaMoKe,1957v.,・Ng4,1cTp.58)。現 行 の 「労 働 紛 議 審 査 手 続 き 規 定 」(1974年 制 定)'に よ れ ば
,労 働
紛 議 委 員 会 は ノ ル マ の 適 用 に 関 連 し・た 紛 議 は 審 査 で き る が,そ の 設 定 に 関 連 し た 紛 議 は 審 査 で き な い
(《G60PH猛KHoPMaTHBHblxaKToBdTPyl(e》,9acTb3,cTp.5)o
(5>《TpyA》,8MEoJfl1933,cTp.2.
(6)《Bofipocb!TpyAa》,1930P.,」喚5,cTp.99(G.K.).
(7>《TpyT》,13Hofi6pfl1930,cTp.4.
(8)下 斗 米,前 掲 書,363-404頁 。
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お わ り に
本稿の 冒頭に述 べた よ うに,理 論,思 想 あ るいは イデオ ロギーの面か ら,ソ 連におけ る 「科 学的
管 理」 の導入 を論 じた諸研 究で,論 議 の焦点 とな ってい るのは,「科学的管 理」・導入 と 「テクノク
ラー ト支配」 との結 びつ きとい う問題 である。 資本主義諸 国 におけ る 「科学的 管理ゴが もつ管 理技
術 としてのひ とつの重要な特徴は,幽それが 「科学主義」 の イデ オ ロギー を まと うことによ って,経
営者側 の 「公正」'概念 を労働者 に押 しつけ よ うとする点 にあ る。 そこで は,課 業は 「科 学的」に決
定 され る もので あるがゆ えに,労 使の協 議 の対象 と'なりえ ず,労 働者は技師の設定す'る課業 を受 け
入れるほかな い。 このよ うな 「科学的管 理」 が,苦 汗制度 であ り,か つ,企 業内権 力構造のなかで
の テクノク ラー トの地位 の上昇 と現場 労働者 の地位 の低 下 とを もた らす ものであ るとす ることは,
正 しいと言 えよ う。 それ では,ソ 連におけ る 「科学的管理」 に もとれ と同 じよ うな評価 を一与えるこ
とがで きるのであろ うか。.
ソ連 にお ける 「科学的管理」 の導入 に批判的 な論者 たちは従来か ら,ソ 連の 「科学的管理」 と資
本主義国 のそれとは,い くつか の点で本質的 に共通 な性格 を もつ もの と見てきた。 その さい,と り
わ け,仕 事の や り方 ・速 さが技師 らに よ って決 定 され,そ れが 「科学的」 だと しそ労働 者に強制 さ
れ るとい う点 が重視 されてきたが,そ の こ とは,生 塵現場 の具体 的な制度 や実 態 を もって実証 され
てきたわけではなかった。他方,ソ連における 「科学的管理」を竹琴社会主客的と主張する論者た
、ちは,工 場委員会,生 産協議会 な どを通 じての労働者 の管 理参加に その 論拠 を求めて きた。 しか し
な が ら,実 際 にはその よ うな管理参加は,主 と して生産性 向上のため に労働者の創 意 を汲み上げ る
方法 としセ実施 されて きてい ることは否定 で きな い。社 会主義体制の もとで も現場労働者の特殊 的
利 害が普遍的利 害か ら分立 せ ざる をえない以上,こ の よ うな管 理参加だ け をもって,生 産 におけ る
労働 者の主体性 の保証 を語 ることは困難 に思 える。
ξころが・評 価=鈴 争委員会 に よるノル マ事前承 認制 は・ そのよ うな意味 での管理参加 ではな幅
・この制度 は,ノ ル マ(課 業)制 度 とい う,「科 学的管 理」め核心 のひ とつ をなす制度 の具体的運用に
かん して,労 使 協議機関 による事前承 認 を義務 づけた ものであ り,9言い換 えれば,た とえある程度
「科学的」 な ノル マであ って も管理部 が一方的 に ノル マを設定 する ことは不 当ど とい う見地 に立 つ
ものであ った。 したが ってこの制度 は,ソ 連 にお ける 「科学的管理」 がその企業管理 への具体化の
.瑚献 納 て・テクノクラ.シT論をも.・ま魁 畢 手駒 社会攣 随所有⑳ ものが 「科学的管
理」 を社会主 義的にす る とい う議論 を も拒否 していた こ.とを示 している。理論,思 想 あ るいは イデ
オ ロギーの面か らの諸研究 で提起 された諸問題 との関連 では次の よ うに言 えよ う。 すなわち,レ ー
ニンの テイ ラー ・シス テムにたいする批判的視 点,お よび ノ ッ ト論 争のなかで登場 した テイラ リズ
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ム批判 の諸 見解 は,部 分的 にではあ るが,評 価=紛 争委員会 に ノル マ事前承 認権 を与 え ることに よ
って制度 的 な具体化 をみた。 したが って同時 に,「テクノクラー ト支配」 め イデオ ロギー としての
テイラ リズム が ソ連 で一貫 して優勢 であ った とす る見解 には少 な ぐとも一定 の留保が必 要である。
しか しなが ら,こ の制度 の過大評価 は慎 まねばな るまい。・まず,'この制度 の成 立 を もって ソ連の
「科学的管理」の特殊 社会 主義的な性格 の表われ とすることはで きな い。周知 の ように,ノ ル マ(課
　ゆ
業の大 きさ,基 準作業量)・を労使 の協議 の対象 とした事例は資本主義諸国 に も見 られ るか らであ る。
さらにゴ この制度 め廃 止 を理 由 として ソ連 の 「科学的管理」 の特 殊社会主義的な性格 の喪失 を語
ること も早計 であ ろ う。 なぜな ら,第 一 に,社 会体制の性格(と くに生産手段の所有 関係)は 企 業
管理の性格 を強 く規定す るは ずだか らである。 したが って仮 に企 業管 理部が ノル マ設定 について排
他的な権限 を与 えられた と して も,そ こで設定 され るノル マは,通 常,生 産 手段 の所有関係 の性格
を多かれ少 なかれ反 映す るであろ う。 しか しそれだけではな く第 二に,企 業 レベルの労 働組 合組織
はノルマ設定 に介入 しえな くな ったが,全 国 レベル または各産 業部門 レベルの組織 は,ノ ルマ設 定
への関与 の権限 を保障 された。 すなわ ち,1939年1月14日付人 民委員会議決定 によ って,ノ ルマ
改訂の一般的 指令は人 民委員 と全 連邦労組 中央評議会書記 とが共 同で,そ の一般的 指令 に もとつ く
個々の企業 のノル マ改訂 の指令 は総管 理局(r」aBHoeynpaBπeHHe)長と各単産組合 書記 とが共同 で,
ゆ
それぞれ発す ることにな った。第三 に,ノ ル マ事 前承 認制 が存続 してい くためには,社 会主義社会
の一定 の成熟 が前提 とな るであ ろ う。 ソ連で の経 験が示す よ うに,ま ず,社 会主義社会 における諸
利 害の分立 につ いての社会的 合意 が確 立 されていなければな らな い し,さ らに現場労働者集 団が仕
事につ いて十分 な理解 力 ・判断 力 を もっていなければな らない し,同 時 に,そ のよ うな能 力 をもっ
た労働者 を養成 し,か れ らに十分 な情報 を提供 してい くための制度的枠組 が準備 されていなけれ ば
な らない。 この よ うな条件 が整 うか ど うかは,そ の時 々の政治=経 済 的状況 もさる ことなが ら,そ
れ以上 に,生 産 力 と生産 関係 の全 体 と しての発展 の度合 いに左右 されざ るをえないであ ろ う。
したが って,ノ ルマ事前承認制 の帰趨 から,ソ 連 における 「科学的管理」 を性格 づけ るには,慎
重 さを要 す るで あろ う。 だが少 な くともこの制度 は,社 会主義社 会において も普遍的利害 と特殊的
利害 との分 立 が 「科学的管理」 を労使 の勢 力関係 にかかわる問題 にす る との認識 に立 って,「科学
的管理」 に よる管理部 の労働過程統制 力の強化 にたい して労働者 を保護 しよ うと した試みであ り,
その点 で,社 会主義経営 の歴 史の解 明に とって も,ま た,そ の理論 の深化 に とって も,無 視 できな
いものと言 えよ う。
注(1)そ れ ら諸 事例 を整 理 して示 す こ とは こ こでは で き な いが,た と えば,合 衆 国 で は1919-31年の 「ク リー
ブ ラ ン ド実 験 」 や1929-32年の 「ノー ム キー グ実験 」(SumnerII.Slichter,UnionPoliciesandln・
dustrialManagement,Washington,D.C.,1941,pp.393-436,532-559),60年代 半ば の イギ リスで 政
府 機 関,王 立機 関 の調 査 が 明 らか に した よ うな職 場 交渉(H.A.C壼eg9,TheSystemOfIndecstrialRe・
lationsinGheatBritain,Oxford,1972,PP.265-281),西ドイツの フ ォル ク ス ワー ゲ ン工場 で1979年
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に締結 された賃金基本協約(徳 永重良編 著 『西 ドイツ自動車工業の労使関係』御茶の水 書房,133-147頁)
な どが挙げ られる。ただ し,こ れ らの事例 の場合,ソ 連 の!ル マ事前承認制 と異な り,全 国的 ・全産業的
な広 が りは もっていない し,経 営側に と って労使 の協議は法的義務ではない。
(2)《Co6paHHellocTaHoBAeHHfiHpacmP細;eH瞭HpaB胚TenbcTBaGGCP》,1939P.,漁7,cTp。38.現行
法令に も類似 の規定がある(《C60pH"KHopMaTnBHblxaKToBo叩YAe》,racTb2,cTp.86)。
【付記】 本稿 は,社 会主義経営学会 第11回 大会(1986年3.月)での報告 の原稿,な らびにr社 会
主 義経 営学会研究年 報』第11号.(1986年)所収 の拙稿 を加筆 ・修正 した ものであ る。
